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「武豊火力発電所リプレース計画 環境影響評価準備書」 

ご 意 見 記 入 用 紙  
平成 29 年 2 月 13 日 

お 名 前 
法人その他の団体にあっては，

その名称及び代表者の氏名 
認定 NPO 法人気候ネットワーク 代表 浅岡 美恵 

ご 住 所 
法人その他の団体にあっては，  
主たる事務所の所在地 

〒 1 0 2 ― 0 0 8 2 (Tel   03‐3263‐9210 ） 

東京都千代田区一番町９－７ 一番町村上ビル６階 

環境影響評価法第１８条第１項および環境影響評価法施行規則第１２条の規定に基づき，環境の保全の
見地からの意見を次のとおり提出する。 

ご 意 見 の 内 容 及 び そ の 理 由 
（日本語によりご記入下さい。） 

意見 1：石炭を燃料とする問題 
 燃料を石炭にすることは、周辺への大気汚染に加え、CO2 の大量排出によって気候変動に甚大

な影響を及ぼし、施設の稼働そのものが著しく環境を破壊するものである。また、石炭火力発電は

今後、気候変動対策の強化や市場動向の変化、再生可能エネルギーなどの他の電源との競争によっ

て採算が取れなくなり、座礁資産となる可能性が指摘されている。最近では、関西電力が気候変動

対策等を理由に兵庫県赤穂市の火力発電所の燃料を石炭に転換する計画を断念したことを受け、環

境大臣がその決定を歓迎し、「石炭火力は将来性に乏しい」として他事業者にも石炭火力発電所建

設の再考を促している。 
 また本計画は、平成 28 年まで稼働していた３機（２〜４号機）、合計 112.5 万 kW の発電所を

107 万 kW のもの（５号機）にリプレースする計画である。本準備書によれば、５号機では年間設

備利用率 80％、年間発電電力量は約 75 億 kWh の想定となっているが、現状として比較されてい

る２〜４号機では、３機とも年間設備利用率 45％、年間発電電力量が合計で年間約 45 億 kWh と

５号機の想定よりも大幅に少なく、新たに 107 万 kW もの大規模な発電所を建設する必要性がな

い。仮に本計画を実施することに伴って、他の発電所の廃止を行う、または電力需要の大幅な増加

を見込んでいるなどの背景があるのであればその根拠や詳細を示すべきである。 
 こうした状況からも、時代錯誤な石炭を燃料とする大規模な火力発電所を新たに建設することは

認められない。本計画では運転開始時期を 2022 年としているが、2050 年を超えて CO2 排出を固

定化させかねない本計画は撤回し、再生可能エネルギーへのシフトを求める。 
  
意見 2：LNG 火力及び低炭素社会実行計画における目標値の約２倍にのぼる排出源単位 
  気候変動対策の観点から見れば、今後建設される発電所は、少なくとも LNG 火力は達成して
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いる約 0.35kg-CO2/kWh の水準を満たすべきである。本計画では、USC を採用することによって

CO2 の排出源単位を低減するとしているが、予測される原単位は 0.758kg-CO2/kWh と LNG の約

２倍にのぼる。ましてやこの数値は、既存設備の CO2 排出源単位（２号機 0.63kg-CO2/kWh、3
号機 0.632kg-CO2/kWh、4 号機 0.63kg-CO2/kWh）と比べても約 20％も悪化するものである。さ

らに「低炭素社会実行計画」で示された「2030 年度に排出係数 0.37kg-CO2」とする目標に対して

も約 2 倍と大きく上回り、目標の達成を困難にするものである。また、バイオマス混焼を計画する

とされているが、燃料や量は未決定であり、CO2 削減効果は明らかではない。 
 このように本計画における排出原単位は非常に大きく、本計画が稼働すれば、年間約 569 万 t
もの CO2 が 30〜40 年にわたって排出されると見られ、このように大量の CO2 排出を固定化する

事業は実施するべきではない。 
  
意見 3：「パリ協定」及び「日本の長期目標」との整合について 
 2016 年 11 月、地球の気温上昇を 1.5～2℃未満にすることを目標とし、今世紀後半には CO2 排

出を実質ゼロにすることとしたパリ協定が発効した。本計画では、施設の稼働による温室効果ガ

ス等 (二酸化炭素 )への環境影響を低減するために環境保全措置を講じるとあるが、研究機関

Climate Analytics によるレポートでは、パリ協定の達成のためには、日本は 2030 年までに石炭

火力発電所を無くする必要があるとされている。 
 また日本政府は、第四次環境基本計画（2012 年 4 月 27 日閣議決定）において、2050 年に温室

効果ガス排出量を 80%削減させる目標を掲げている。しかし、本計画が実行されれば、排出は減ら

ず、むしろ増えることになる。 
 新たな発電所が少なくとも 30 年～40 年程度稼働することを考えると、「パリ協定」の合意に反

し、国の目標とも整合しないため、本事業の正当性は認められない。 
  
意見 4：低炭素社会実行計画について 
 電気事業連合会加盟 10 社、電源開発株式会社、日本原子力発電株式会社及び一部の新電力で構成

される電気事業低炭素社会連合会に参加し、低炭素社会実行計画の目標達成を目指すとしている

が、事業者ごとに排出原単位目標をどのように達成するべきかを説明するべきであり、本計画で

少なくとも天然ガス火力発電の排出源単位から超過する二酸化炭素排出分にどう対応するのか明

確に示すべきである。 
  
意見 5 ：情報公開について 
 環境アセスメントにおいて公開されている準備書は、縦覧期間が終了しても閲覧できるように

するべきである。縦覧期間後に非開示とする理由を企業の著作権保護のためというのは理由になら

ず、一般的な書物で著作権があるからといって開示すらしないなどという書籍はありえない。そも

そも環境アセスメントは住民とのコミュニケーションツールであり、できるかぎり住民に開かれ

たものであるべきである。縦覧期間後の閲覧を可能にするほか、縦覧期間中もコピーや印刷を可能

にするなど利便性を高めるよう求める。 
以上 
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注：１ 環境影響評価法施行規則第１２条の規定により，必ずお名前及びご住所の記入をお願いします。 

  ２ この用紙に書ききれない場合は，裏面あるいは別の A4 用紙に記入してください。 
 
【ご意見の提出方法及び提出先】 
 縦覧場所に備え付けた「ご意見承り箱」へ投函もしくは，下記のあて先まで提出期間内に 
ご郵送下さい。 
 〒461-8680 名古屋市東区東新町１番地 
  中部電力株式会社 火力発電事業部 立地・開発グループ 
【ご意見の提出期限】 
  平成２８年１２月２２日（木）～平成２９年２月１３日（月）（当日消印有効） 
【個人情報の取り扱い】 
  本用紙に記載される個人情報は，本件についてのみ使用し，それ以外の目的には使用しません。 
 


